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研究成果の概要（和文）：自然災害の農業被害に対し，外部からの資本導入や新たなインフラ整備等，これまで
主流であった対策や復旧のあり方を見直し，その地域に元々ある資源（特に農業生産システム）に関連する資
源）を活用し，それらの最適利用を通じた「自然災害緩和型の新たな農業生産システム」を都市農村連関，在来
農業の見直しを通じて検討した。

研究成果の概要（英文）：This study re-evaluates regional resources which have been existing in 
regions and utilized them for designing sustainable development for the future, while importing 
capitals from outside and new infrastructure were main ways toward agricultural damages by natural 
disasters. In study areas, such as India, Indonesia, and Philippines, new agricultural production 
system is proposed via working with several stakeholders

研究分野： 地域計画学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
元々ある地域資源を最大限に活かすことによって自然災害に対するレジリアンスを強化して自然災害緩和型の新
たな農業生産システムを提案した。利害関係者との議論を通じて社会実装の可能性を検討し，近年，環境学分野
で着目されているFuture Earthの枠組の中でも「超学際」をローカルスケールで実践した意義が高いものであ
る。予測される将来人口に対する農地の需要，都市的土地利用の将来予測，洪水被害の予測と復旧力の空間表
示，単一栽培集約化による農業生産システムの自然災害への脆弱性などをインド，インドネシア，フィリピンの
農村部の対象地域にて実践的に検証した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
自然災害による農業被害が世界的にも多く観測されており，これらは発展途上国において顕

著で安定的な食料生産の弊害となっている。一方，先進国では，河川整備・道路の舗装・ダム
建設など気候変動，およびこれに伴う災害に対するハード面での備えが既にある程度整えられ
ているが，資金的な余裕のない途上国の国々では，経済発展に重きを置く傾向が強く，こうし
た面への資金配分は少なくなる傾向がある。アジアの発展途上国では，各地で経済発展に偏重
した急速な都市化が進行し，反面災害に対するリスクを軽減するための措置は，一部の都市域
を除き十分ではない。特に農業部門での自然災害による被害は，長期間，住民を危機的な状況
まで追い詰めることもある。こうした背景の中，災害に対する備えを空間的にどのように優先
順位をつけ，インフラ整備に極端に依存せず如何に資金効率の高い措置を講じるかを明確にす
ることが切実に求められている。 
世界的な研究の趨勢をみると，こうした要請に比例して自然環境の変化に対するレジリアン

ス向上に関する取組に注目が集まっている。地球規模の環境研究で現在着目されている Future 
Earth（以下，FE）では，そのフォーカルチャレンジの一部に，自然災害による農業被害の軽
減を挙げている。そこでは「超学際」として専門家と利害関係者が協働して研究活動の設計を
行う「Co-Design」や研究知見の創出を行う「Co-Production」が提案されており，様々な立場
の人間が具体的問題を包括的に理解し，実践的研究から得られた知見や解決策を，協働して社
会実装することを提唱しており，世界的な新たな潮流となっている。 
 
２．研究の目的 
自然災害の農業被害に対し，外部からの資本導入や新たなインフラ整備等，これまで主流で

あった対策や復旧のあり方を見直し，その地域に元々ある資源（特に農業生産システムに関連
する資源）を活用し，それらの最適利用を通じた「自然災害緩和型の新たな農業生産システム」
を提唱，かつ実践する事を目的としている。主たる目的は，以下の様にまとめられる。 

 
1. 農業生産システムの現況把握と科学的知見に基づく地域資源の最適利用案の提示 
2. 空間データマイニングによる農業生産に関わる地域特性を活かした災害レジリアンスの

強化案の提案 
3. 自然災害緩和型の農業生産システムの提唱と社会実装の可能性の検証 
 
なお，ここで掲げる「農業生産システム」とは，農地での作物，作付け面積，農地の条件（水，

土壌，標高，アクセス等），農業政策，互助組織など，その土地の農業生産に関連する仕組みと
定義する。 
 
３．研究の方法 
 主な研究対象地域は，プンチャック（インドネシア），ムンバイ（インド），シランサンタロ
ーサ川流域（フィリピン）とした。 
（１）プンチャック（インドネシア）での研究の方法 
 プンチャックは，ティープランテーションが盛んに営まれてきた地域である（図１）。オラン
ダ統治時代に始まり，長らく当該地域の主たる生業として営まれているが，近年は，害虫の大
量発生，雨量の変化，人件費高騰などによりプランテーションの維持管理が困難になり，変わ
ってリゾート開発やティー以外の各種農業が盛んになりつつある。リゾート開発では，現地の
人々が企業等に雇われて農業以外の主要な収入源の一つに置き換わるなど，現地の農業生産シ
ステムは，この数年でかなりの変容を遂げている。また，森林伐採を伴う違法な開発が散見さ
れ，現地を流れるシリウン川の下流にあたるジャカルタ大都市圏の洪水被害の一つの大きな要
因となっており，さらには当該地域においても地すべりや洪水による農業被害が頻繁に発生し
ている。多くの既往研究においても（たとえ
ば Costa et al.(2016)），プンチャックでの
森林の適切な管理が重要であるとの指摘が
なされているが，現地住民の生活とのバラン
スを考慮して，森林の管理を実行せねばなら
ない。以上の現地の事情を考慮し，地方政府
や住民への聞き取り調査を実施し，近年の森
林管理の状況や近隣農村での洪水や地すべ
り等による農業被害の情報を収集する。同時
に，インドネシア航空宇宙局と連携しながら，
衛星画像解析や GIS データを収集・解析し，
聞き取り情報との統合を図り，データベース
を構築する（被害地域の特定と当該地域の地
形条件等の特徴の把握）。気象，人口等のデ
ータについてもジオリファレンス（位置情報
を与える）を行い，これらを GIS 上で一元的
に管理する。また，文献レビューにより災害
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図１ プンチャックでの対象村 



レジリアンスに連環する地域資源の整理，および重点的に収集する情報と調査項目の設定を行
った。 
 
（２）ムンバイ（インド）での研究の方法 
ムンバイはインド最大の商業都市で，人口が劇的に増加して飽和状態に至っている。これに

伴い，周辺農村地域での都市
域の拡大によりインフラ整
備を伴わない居住地が増え
て，地域環境は悪化し，農業
生産に影響を与え始めてい
る。都市と農村の持続可能な
連携がこうした農業生産を
安定的に運用する鍵である
との想定のもと，対象地域を
設定し（図２），農村地域で
の行政や住人への聞き取り
調査を実施，および統計資料
に基づく都市農村連携に関
連する課題のあぶり出しと
改善案の提案を行った。現地
調査では多様なステークホ
ルダーと共にワークショッ
プも開催し，実現可能な方策と
計画案を検討した。 
 
（３）シランサンタローサ川流域（フィ
リピン）での研究の方法 
 シランサンタローサ川流域はフィリ
ピン最大の湖であるラグナ湖の西岸に
あり，首都マニラから南へ約 40 キロに
位置する。マニラの都市化の影響を受け，
住宅開発，工場誘致などが下流部で拡大
しており，上流，中流域でも森林伐採や
商用作物の大規模プランテーションが
実施されるなど，流域環境の悪化が懸念
されている（Erol and Randhir, 2013）。
上流域ではパイナップルの生業状況の
調査を行い，肥料や成長促進剤の使用量
と河川の汚染度の調査を行い，中流域で
は，ひとつの農村を選び，長期の参与観
察を行い，都市化の影響を調査した。下

流部では，地下水汚染の状況や沿岸部
での漁師村で聞き取り調査を実施し，
漁業への影響や洪水被害の状況を把
握し，上中流の環境変化が与える影響を定量化した（図３）。 
 
４．研究成果 
 三つの対象地域では，主に，自然災害の農業被害に対し，外部からの資本導入や新たなイン
フラ整備等，これまで主流であった対策や復旧のあり方を見直し，その地域に元々ある資源（特
に農業生産システム）に関連する資源）を活用し，それらの最適利用を通じた「自然災害緩和
型の新たな農業生産システム」を都市農村連関，在来農業の見直しを通じて検討した。 
プンチャックにおいては，現地のボゴール農業大学との協働によって，現地においてコーヒ

ー栽培などの適切な運用が住民に利潤をもたらし，かつ，自然環境と調和した形で持続可能な
形で進められる可能性を示した。今後も持続的に調査活動を続け，現地還元に努める予定であ
る。 
ムンバイでは現地の行政官や村長などの重要なステークホルダーと調査結果を共有し，住民

が組織する女性グループの果たす役割の重要性の定量化，および将来的な可能性を示した。行
政からの支援がそれほど期待できない中で，都市農村連関の組織体制を見直すこと，無駄を省
くことで地域環境が大きく改善できる可能性を指摘した。また，現地の地域計画でどの程度，
防災と気候変動に焦点を充てているかを定量的に検討することができる CCPI(Climate Change 
Planning Index)を提唱した。 
シランサンタローサ川流域では，上流域において統計的に有意にパイナップル畑が連続的分

図３ LISA 統計量を用いたパイナップルの高密度分布 

図２ ムンバイ大都市圏と対象農村地域 



布していることを明らかにし，下流域での河川や地下水の汚染の可能性を指摘した。また，中
流域に住人が抱える課題として小作農民の土地の所有権の喪失があることを明らかにし，今後，
災害に強い農業生産システムを構築するために必要な要素について明示した。 
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